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１．平成18年９月期の業績（平成17年10月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月期 11,418 13.3 453 △18.8 466 △15.0

17年９月期 10,079 ― 559 ― 548 ―

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年９月期 △412 ― △3,732 52 ― ― △9.8 8.2 4.1

17年９月期 304 ― 2,942 68 2,797 18 13.4 16.7 5.4

（注）①期中平均株式数 18年９月期        110,462株 17年９月期 103,644株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月期 6,626 5,192 78.4 46,239 94

17年９月期 4,803 3,262 67.9 30,482 15

期末発行済株式数 18年９月期        112,298株 17年９月期 107,040株

２．平成19年９月期の業績予想（平成18年10月１日～平成19年９月30日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 5,900 320 190

通　期 13,000 700 420

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　 　3,740円05銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金
総額
(千円)

配当性向
（％）

純資産
配当率
（％）

第１四半
期末 中間期末 第３四半

期末 期末 その他 年間

17年９月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

18年９月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
19年９月期
（予想） ― ― ― ― ― ―    

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
当事業年度

（平成18年９月30日）

前事業年度

（平成17年９月30日）
対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減

（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   2,787,084   997,031   

２．売掛金   1,245,689   1,172,337   

３．商品   376,748   79,993   

４. 貯蔵品   1,615   3,344   

５．前払費用   27,826   30,185   

６. 立替金   336   803   

７．繰延税金資産   49,258   34,890   

８. 関係会社短期貸付金   ―   39,323   

９．その他   60,972   15,624   

貸倒引当金   ―   △522   

流動資産合計   4,549,531 68.7  2,373,011 49.4 2,176,520

Ⅱ　固定資産         

(1）有形固定資産         

１．建物  77,541   63,902    

 減価償却累計額  △18,831 58,710  △10,794 53,108   

２．工具器具備品  407,703   257,959    

 減価償却累計額  △153,496 254,206  △110,702 147,257   

有形固定資産合計   312,917 4.7  200,365 4.2 112,551

(2）無形固定資産         

  １．ソフトウェア   194,184   144,672   

  ２．電話加入権   471   471   

 　無形固定資産合計   194,655 2.9  145,143 3.0 49,512

(3）投資その他の資産         

  １. 投資有価証券   238,332   305,537   

  ２. 関係会社株式   893,460   1,010,796   

　３. 関係会社長期貸付金   ―   145,353   

  ４. 長期前払費用   10,003   10,079   

　５. 繰延税金資産   16,288   50,779   

　６. 長期性預金   97,185   283,089   

  ７. 敷金・保証金   188,256   188,279   

  ８．保険積立金   125,277   91,239   

  ９．その他   921   71   

 　投資その他の資産合計   1,569,726 23.7  2,085,226 43.4 △515,499

固定資産合計   2,077,300 31.3  2,430,735 50.6 △353,435

資産合計   6,626,831 100.0  4,803,747 100.0 1,823,084
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当事業年度

（平成18年９月30日）

前事業年度

（平成17年９月30日）
対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減

（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．買掛金   915,125   956,419   

２．未払金   308,395   260,184   

３. 未払費用   8,937   15,778   

４. 未払法人税等   93,150   222,167   

５. 未払消費税等   2,905   35,639   

６. 預り金   21,572   11,566   

７. 新株引受権   ―   82   

８. ポイント引当金   38,533   23,193   

９. その他   733   359   

流動負債合計   1,389,353 20.9  1,525,390 31.8 △136,036

Ⅱ　固定負債         

 1. 預り保証金   44,750   15,547   

 固定負債合計   44,750 0.7  15,547 0.3 29,203

 負債合計   1,434,104 21.6  1,540,938 32.1 △106,833

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※１  ―   1,153,049 24.0 ―

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  ―   1,012,609    

資本剰余金合計   ―   1,012,609 21.1 ―

Ⅲ　利益剰余金         

１．当期未処分利益  ―   1,097,149    

利益剰余金合計   ―   1,097,149 22.8 ―

資本合計   ―   3,262,809 67.9 ―

負債・資本合計   ―   4,803,747 100.0 ―
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当事業年度

（平成18年９月30日）

前事業年度

（平成17年９月30日）
対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減

（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   2,324,975 35.1  ― ― ―

２．資本準備金         

  （1）資本準備金   2,184,542 33.0  ― ― ―

３．利益剰余金         

　（2）繰越利益剰余金   684,847 10.3  ― ― ―

株主資本合計   5,194,365 78.4  ― ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差額金   △1,712      

評価・換算差額等合計   △1,712 △0.0  ― ― ―

Ⅲ　新株予約権   75 0.0  ― ― ―

純資産合計   5,192,727 78.4  ― ― ―

負債、純資産合計   6,626,831 100.0  ― ― ―
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(2）損益計算書

  
当事業年度

（自　平成17年10月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

至　平成17年９月30日）

対前年比

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

増減

（千円）

Ⅰ　売上高   11,418,273 100.0  10,079,451 100.0 1,338,821

Ⅱ　売上原価         

   １. 期首商品たな卸高  79,993   41,524    

   ２. 当期商品仕入高  7,058,346   5,970,110    

 　　合計  7,138,340   6,011,634    

   ３. 期末商品たな卸高  378,830 6,759,510 59.2 79,993 5,931,640 58.8 827,869

売上総利益   4,658,763 40.8  4,147,811 41.2 510,952

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  4,204,802 36.8  3,588,576 35.7 616,225

営業利益   453,961 4.0  559,234 5.5 △105,273

Ⅳ　営業外収益         

   １．受取利息  3,743   7,099    

　 ２．受取手数料  ―   409    

   ３．新株引受権戻入益  0   40    

   ４．デリバティブ評価益  14,096   ―    

   ５．投資有価証券売却益  25,124   ―    

 　６．雑収入  15,251 58,216 0.5 3,685 11,233 0.1 46,982

Ⅴ　営業外費用         

 　１．新株発行費  10,413   ―    

　２．投資事業組合運用損  1,816   4,462    

 ３．デリバティブ評価損  ―   16,910    

 ４．投資有価証券売却損  32,764   ―    

　 ５．雑損失  577 45,572 0.4 242 21,615 0.1 23,956

経常利益   466,605 4.1  548,852 5.5 △82,247

Ⅵ　特別損失         

　 １．固定資産売却損 ※２ 2,971   ―    

　 ２．固定資産除却損 ※３ 14,065   435    

　 ３．移転費用  ―   1,820    

 ４．関係会社株式評価損  644,836 661,873 5.8 86,879 89,135 0.9 572,737

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△）   △195,268 △1.7  459,717 4.6 △654,985

法人税、住民税及び事業税  195,735   211,484    

 法人税等調整額  21,298 217,033 1.9 △56,758 154,726 1.6 62,307

当期純利益又は
当期純損失（△）   △412,301 △3.6  304,990 3.0 △717,292

 前期繰越利益   ―   792,158  △792,158

 当期未処分利益   ―   1,097,149  △1,097,149
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(3）利益処分案

  

前事業年度

株主総会承認日

（平成17年12月16日）

区分
注記

番号
金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   1,097,149

Ⅱ　利益処分額   ―

Ⅲ　次期繰越利益   1,097,149

(4）株主資本等変動計算書

当事業年度　（自　平成17年10月１日　至　平成18年９月30日）

（単位：千円）

株主資本

株主資本合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

平成17年９月30日残高 1,153,049 1,012,609 1,012,609 1,097,149 1,097,149 3,262,809

同事業年度中の変動額

新株の発行 1,171,925 1,171,932 1,171,932 ― ― 2,343,858

当期純損失 ― ― ― △412,301 △412,301 △412,301

株主資本以外の項目の

当事業年度中の変動額

（純額）

― ― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額合計 1,171,925 1,171,932 1,171,932 △412,301 △412,301 1,931,556

平成18年９月30日残高 2,324,975 2,184,542 2,184,542 684,847 684,847 5,194,365

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年９月30日残高 ― ― 82 3,262,891

同事業年度中の変動額

新株の発行 ― ― ― 2,343,858

当期純損失 ― ― ― △412,301

株主資本以外の項目の

当事業年度中の変動額

（純額）

△1,712 △1,712 △7 △1,720

当事業年度中の変動額合計 △1,712 △1,712 △7 1,929,836

平成18年９月30日残高 △1,712 △1,712 75 5,192,727
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重要な会計方針

項目

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

（1）有価証券

　①子会社株式

　　          　　　同左

　②その他有価証券

 　　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

　②その他有価証券

 　　時価のあるもの

―――――

 　　時価のないもの

　　 移動平均法による原価法

　ただし、投資事業有限責任組合への出資は、

組合等の財産の持分相当額を有価証券として計

上し、組合等の営業により獲得した損益の持分

相当額を損益として計上する方法によっており

ます。

 　　時価のないもの

同左

（2）デリバティブ取引

    時価法

（2）デリバティブ取引

同左

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品

 個別法による原価法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

（1）有形固定資産

             　   同左

 建物 　　　15年

工具器具備品 ５年～10年

 （2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアにつきましては社

内における利用見込可能期間（５年）に基づ

く定額法

（2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権につきましては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債権につきましては

個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額

を計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）ポイント引当金

  ネットプライス会員の将来のポイント行使

する支出に備えるため、当期に付与したポイ

ントに対し利用実績率等に基づき算出した、

翌期以降に利用されると見込まれるポイント

に対する所要額を計上しております。

 （2）ポイント引当金

同左

４．重要なリース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

同左

５．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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重要な事項の変更

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　会計基準の新規適用に伴い、当事業年度より固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10

月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――――

（貸借対照表「純資産の部」の表示）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第８号）を

適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は5,192,652千円でありま

す。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

―――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

当事業年度

（平成18年９月30日）

前事業年度

（平成17年９月30日）

※１　　　　　　　　　　　――――― ※１　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 155,040株

発行済株式総数 普通株式 107,040株

（損益計算書関係）

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は54％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は46％であります。

 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は57％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は43％であります。

 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当       658,779千円

減価償却費        137,158千円

広告宣伝費         328,496千円

販売促進費         212,764千円

販売手数料         488,966千円

物流費用         1,042,964千円

回収手数料         335,347千円

ポイント引当金繰入額 　　      15,340千円

給与手当  517,855千円

減価償却費  84,679千円

広告宣伝費  333,873千円

販売手数料  420,779千円

物流費用  909,335千円

回収手数料  321,134千円

ポイント引当金繰入額 　　23,193千円

 ※２　固定資産売却損の内容は以下のとおりであります。

工具器具備品   2,971千円

計 2,971千円

 ※２　　　　　　　　　　　―――――

 

 ※３　固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

工具器具備品  　 4,986千円

ソフトウェア 9,078千円

計 14,065千円

 ※３　固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。

工具器具備品 334千円

ソフトウェア 101千円

計 435千円
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（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度　（自　平成17年10月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

 増加株式数（株）

当事業年度

 減少株式数（株）

当事業年度末

 株式数（株）

 発行済株式     

 普通株式 107,040 5,258 ― 112,298

 合計 107,040 5,258 ― 112,298

 自己株式     

 普通株式 ― ― ― ―

 合計 ― ― ― ―

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加5,258株は以下のとおりであります。

　　　１.第三者割当による増加は、5,000株であります。

　　　２.新株引受権の行使による増加は、36株であります。

　　　３.新株予約権の行使による増加は、222株であります。

 

２．新株予約権等及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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①　リース取引

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

期末

残高相当額

工具器具備品
　　　千円

13,434

　　　千円

7,155

　　　千円

6,278

合計 13,434 7,155 6,278

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

期末

残高相当額

工具器具備品
　　　千円

13,434

　　　千円

3,615

　　　千円

9,818

合計 13,434 3,615 9,818

２.未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

　　１年内　　　　　　　　　　　　　　3,588千円

　　１年超　　　　　　　　　　　　　　2,821千円 

　　　合計　　　　　　　　　　　　　　6,410千円

２.未経過リース料期末残高相当額

　　１年内　　　　　　　　　　　　　　3,509千円

　　１年超　　　　　　　　　　　　　　6,410千円 

　　　合計　　　　　　　　　　　　　　9,920千円

３.支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　　　　 3,685千円

減価償却費相当額　　　　　　　　 3,539千円

支払利息相当額　　　　　　　　　 　175千円

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料　　　　　　　　　 　3,030千円

減価償却費相当額　　　　　　　　 2,912千円

支払利息相当額　　　　　　　　　 　196千円

４.減価償却費相当額の算定方法　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。

４.減価償却費相当額の算定方法　

                        同左

５.利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件取得価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっております。

 （減損損失について）

　 リース資産に配分された減損損失はありません。

５.利息相当額の算定方法

                        同左

②　有価証券関係

第７期（平成18年９月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

第６期（平成17年９月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）  

未払事業税       9,057千円

ポイント引当金繰入額否認      15,679千円

貸倒損失否認      2,483千円

たな卸資産評価損      16,493千円

その他      5,544千円

合計       49,258千円

繰延税金資産（固定）  

 投資有価証券評価損 　　     37,167千円

減価償却費超過額 　　     4,061千円

 一括償却資産損金不算入       2,839千円

 関係会社株式評価損      262,383千円

 その他        9,386千円

                小計      315,839千円

 評価性引当額      △299,551千円

                合計       16,288千円

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 21,682千円

ポイント引当金繰入額否認 9,437千円

貸倒損失否認 2,082千円

その他 1,688千円

合計 34,890千円

繰延税金資産（固定）  

 投資有価証券評価損 　　35,351千円

減価償却費超過額 　　6,237千円

 一括償却資産損金不算入  4,870千円

 その他   4,320千円

                合計 50,779千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）  

法人税の特別控除額 3.64％

評価性引当金 △153.41％

その他 △2.07％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △111.15％

法定実効税率 40.69％

（調整）  

法人税の特別控除額 △6.55％

その他 0.51％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.65％
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（１株当たり情報）

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

１株当たり純資産額       46,239円94銭

１株当たり当期純損失金額     3,732円52銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、

１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

１株当たり純資産額 30,482円15銭

１株当たり当期純利益金額 2,942円68銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
2,797円18銭

　

  

　当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年

度における１株当たり情報については、以下のとおりとなります。

         

           

 　　

　 
           

    １株当たり純資産額 27,983円90銭

    １株当たり当期純利益金額     5,128円86銭

 　潜在株式調整後1株　　　　　　　

　 当たり当期純利益金額
5,048円96銭

（注）１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目

当事業年度

（自　平成17年10月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年10月１日

至　平成17年９月30日）

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △412,301 304,990

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△412,301 304,990

　期中平均株式数（株） 110,462 103,644

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整金額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株）

1,870

（うち新株引受権の数　　　　345）

（うち新株予約権の数　　　1,525）

5,391

（うち新株引受権の数　　　4,675）

（うち新株予約権の数　　　　716）

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

　当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

　の概要

―――――     普通株式に対する新株予約権

              （新株予約権の数411個）

（重要な後発事象）

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度 

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

 ――――― ―――――
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７．役員の異動
 (1)　代表者の異動

　　　該当事項はありません。

 (2)　その他の役員の異動

 　　 該当事項はありません。
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